
【（様式２）計画書】

記入日　平成２９年　　月　　日
平成29年度日台産業協力架け橋プロジェクト
計画書
１．実施する商談会・セミナーの概要

（１）商談会・セミナー開催の目的（□については、該当箇所を■に塗りつぶしてください。）　　　　
	□ 製品・技術・ｻｰﾋﾞｽの輸出/輸入　　□ 生産委託、技術提携　　　□ 代理店確保

□ 台湾企業との連携による中国等の海外市場開拓

□ その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（２）テーマ（商談会・セミナーの共通する具体的な商材やテーマを記載してください。展示会へ出展または開催する場合は、その旨明記してください。）

	


（３）開催地（利用予定の会場があれば会場名まで記載してください。）
	


（４）事業開催予定時期
	


（５）事業実施までの作業スケジュール

	※事業の実施内容が月別に分かるように、矢印で表してください。

※事業の実施方法、実施スケジュールについて実行可能性の高いスケジュールを記載してください。別紙で作成しても構いません。
実施項目

事業期間

○月

○月

○月

○月

○月

○月

(例)

日本側企業募集


企業シート翻訳





（６）参加が見込まれる日本側企業数、企業募集方法
	企業数
	　　　　　社（うち中小企業数　　　　　社）

	募集方法
	


（７）共催予定の台湾側実施団体、参加が見込まれる台湾側企業（現時点で記載可能な範囲で記載）
	台湾側実施団体
	

	台湾側参加企業

（見込み）

※主な企業名を記載
	


（８）事業の特色（参加する日台企業の業種、セミナーの内容、想定されるメリット　など）
	※過去に架け橋プロジェクト事業に採択されたことのある場合は、以前との違い（新規の要素）も含めて記載ください。
※台湾が掲げる重点政策（五大産業イノベーション計画と循環型経済及び新南向政策）に関係する内容の事業については、とくにその旨を明記してください（詳細は募集要項を参照ください）。



（９）組織の実行体制（台湾側実施団体とのコミュニケーション方法含む）
	


（１０）台湾側機関との連携（台湾市場への展開に向けて、台湾の関係機関と文書の取り交わしを行う等の具体的な連携方策を記載してください。）
	連携予定の台湾側関係機関名
	

	連携内容
	


（１１）事業の成果目標（商談件数見込み含む）
	


（１２）商談会・セミナー終了後のフォロー実施体制、単独での継続実施予定の有無
	ﾌｫﾛｰ実施体制
	

	継続実施予定
	有　/　無
	左の理由
	


２．支援対象の所要経費（見込み）
　　　日本台湾交流協会の支援対象となる経費を記載してください。
※支援対象の詳細は別紙②を参照してください。
※枠は適宜拡大・縮小して構いませんが、行の追加や削除はしないでください。
	
	商談会

	
	経費項目
	積算内容　※経費の内容と内訳を記載すること
	金額

	
	商談会会場借料
	＠○○×○○時間＝○○円
	○○

	
	茶菓料（お茶、コーヒー等）
	
	

	
	機器等借料
	プロジェクター　○○円/時間×○時間＝○○円
	

	
	設営費
	
	

	
	日本側参加企業ＰＲ資料翻訳費
	○○円（単価）×○○文字数＝○○円
	

	
	日本側参加企業ＰＲ資料印刷製本費
	パンフレット印刷　○○部（○ページ）×○円＝○○円
	

	
	通訳費
	○○人×○○時間×○○円＝○○円
	

	
	懇談会会場借料
	
	

	
	計　　
	

	
	セミナー

	
	経費項目
	積算内容　※経費の内容と内訳を記載すること
	金額

	
	セミナー会場借料
	＠○○×○○時間＝○○円

	○○

	
	茶菓料（お茶、コーヒー等）
	
	

	
	機器等借料
	
	

	
	設営費
	
	

	
	講師旅費
	
	

	
	講師謝金
	
	

	
	セミナー資料翻訳費
	
	

	
	セミナー資料印刷製本費
	
	

	
	通訳費
	
	

	
	計　　
	

	
	展示会

	
	展示物輸送料
	
	

	
	ブースアテンダント費
	
	

	
	計　　
	

	　　合計　　
	


　
◎支援対象外の経費（渡航費など）

	商談会・セミナー
	全体日程

	項目
	費用（見込み）
	項目
	費用（見込み）

	（例）

事務局職員旅費
	100,000円
	（例）
企業訪問等借上バス代
	100,000円

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	合計
	




●　応募団体の全体像を示した組織図及び構成員リストが分かるもの（パンフレット等）を


添付してください。


●　採択された場合には、事業報告として「報告書」「アンケート調査結果」等、日本台湾交流協会が依頼する個別商談ごとの成果及び経過状況を把握するための資料等を御提供頂きます。


●　本申請書の提出をもって、募集要項に定める全ての事項に同意したものとします。�
�
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